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施行直前！「改正パートタイム労働

法」への準備は万全ですか？ 
◆いよいよ 4 月から施行 

今年 4 月から、改正パートタイム労働法が

施行されます。短時間労働者（パートタイム

労働者）を雇用されている事業主の方、準備

は万全でしょうか。 
パートタイム労働法（短時間労働者の雇

用管理の改善等に関する法律）の対象であ

るパートタイム労働者とは、「1 週間の所定労

働時間が同一の事業所に雇用される通常の

労働者の 1 週間の所定労働時間に比べて

短い労働者」とされています。 
そして、「パートタイマー」「アルバイト」「嘱

託」「契約社員」「臨時社員」「準社員」等、呼

び方は異なっても上記の条件に当てはまる

労働者であれば、「パートタイム労働者」とな

ります。 
◆適用される法律 

パートタイム労働者は、「労働条件の明

示」「就業規則の作成」「解雇予告」「母性保

護等」「退職時等の証明」「健康診断」「割増

賃金の支払い」「最低賃金」「年次有給休暇」

等について、パートタイム労働法だけではな

く、通常の労働者と同様に、労働基準法・労

働契約法・労働安全衛生法・最低賃金法が

適用されます。 
◆改正パート労働法の概要 
改正の概要は以下の通りとなっています。チ

ェックリストなどを作成し、漏れのない対応が

できるよう注意しましょう。 

（１）正社員と差別的取扱いが禁止されるパ

ートタイム労働者の対象範囲の拡大 
「職務内容が正社員と同一」、「人材活用の

仕組み（人事異動等の有無や範囲）が正社

員と同一」に該当すれば、有期労働契約を

締結しているパートタイム労働者も正社員と

差別的取扱いが禁止されます。 
（２）「短時間労働者の待遇の原則」の新設 

パートタイム労働者の待遇と正社員の待

遇を相違させる場合は、その待遇の相違は、

職務の内容、人材活用の仕組み、その他の

事情を考慮して、不合理と認められるもので

あってはならないとする、広くすべての短時

間労働者を対象とした待遇の原則の規定が

創設されます。 
（３）パートタイム労働者を雇い入れたときの

事業主による説明義務の新設 
パートタイム労働者を雇い入れたときは、

実施する雇用管理の改善措置の内容につ

いて、説明しなければならないこととなりま

す。 
（４）パートタイム労働者からの相談に対応す

るための事業主による体制整備の義務の新

設 
パートタイム労働者からの相談に応じ、適切

に対応するために必要な体制を整備しなけ

ればならないこととなります。 
【MACより】 
今回の法改正に伴い4月14日（火）13：30よ

り「平成27年度改正労働法セミナー」を望月

会計3階研修室にて開催いたします。 
お申込みは社会保険労務士法人MAC 
0263-34-4488 担当：古厩（ふるまや）まで。 
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